別記様式第１号
番　　　号　　
年　月　日　　
　○○地方農政局長　殿
  北海道にあっては、生産局長
　沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　在　　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 氏 名　　　　　（印）
平成○○年度産地活性化総合対策事業のリース事業（農畜産業機械等リース支援事業（新品種・新技術活用型））実施計画の（変更）承認申請について
産地活性化総合対策事業実施要綱（平成23年４月１日付け22生産第10888号農林水産事務次官依命通知）第５に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請する。
なお、リース事業計画に関する担当者は下記のとおり。
記
　　　【担当者】
所属・役職
担当者氏名
電話番号
FAX番号
e-mailアドレス
　注）　関係書類として、別添「産地活性化総合対策事業リース事業（農畜産業機械等リース支援事業（新品種・新技術活用型））実施計画書」を添付すること。
別添
産地活性化総合対策リース事業
（農畜産業機械等リース支援事業（新品種・新技術活用型））
実　施　計　画　書
                                                  （事業実施年度：平成○○年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業実施主体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
１　事業の目的
	

	


２　事業内容
	事業量
	事業に要する経費
（円）
	負担区分
	備考


	経費区分及び
対象機械・施設

	台数・面積

	
	国庫補助金
（円）
	自己負担
（円）
	その他
（円）
	

	農畜産業機械等リース支援事業推進費
　産地活性化総合対策　リース事業
１　対象機械
 うち、要領第３の５（２）のただし書き　に定める機械以外の機械
 　○○○収穫機
　 ○○○植付機
 うち、要領第３の５（２）のただし書き　に定める機械
 　○○○収穫機
２　対象施設
　周年栽培高温抑制型温室
　　養液栽培装置
　　複合環境制御装置　　
　高度環境制御栽培施設
    自動カーテン装置
          計

	 ○台
 ○台
 ○台
 ○台
 ○台
 ○台
 ○㎡
 ○セット
 ○セット
 ○㎡
 ○セット

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


事業完了予定（又は完了）　　年　　月　　日　　
別添
産地活性化総合対策リース事業
（農畜産業機械等リース支援事業（新品種・新技術活用型））
実　施　計　画　書
                                                  （事業実施年度：平成○○年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔地域コンソーシアム〕
名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
１　事業の目的
	

	


２　事業内容
	事業量
	事業に要する経費
（円）
	負担区分
	備考


	経費区分及び
対象機械・施設

	台数・面積

	
	国庫補助金
（円）
	自己負担
（円）
	その他
（円）
	

	農畜産業機械等リース支援事業推進費
　産地活性化総合対策　リース事業
１　対象機械
 うち、要領第３の５（２）のただし書き　に定める機械以外の機械
 　○○○収穫機
　 ○○○植付機
 うち、要領第３の５（２）のただし書き　に定める機械
 　○○○収穫機
２　対象施設
　周年栽培高温抑制型温室
　　養液栽培装置
　　複合環境制御装置　　
　高度環境制御栽培施設
    自動カーテン装置
          計

	 ○台
 ○台
 ○台
 ○台
 ○台
 ○台
 ○㎡
 ○セット
 ○セット
 ○㎡
 ○セット

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


事業完了予定（又は完了）　　年　　月　　日　　
３　導入する農業機械・施設
（１）農業機械
	機械利用者

	組織名
	                                  

	
	代表者名
	
	類別
	

	
	所在地
	

	
	経営概要

	

	対象機械

	機種名
	
	数　量
	          台

	
	型式名
	
	緊プロ
	 

	
	対象作物
	

	
	利用面積

	（計画）　　　　　　ha　　（利用規模下限）　　　　  ha

	
	
	（利用計画の設定の考え方）


	
	現有機の有無
	

	リース期間
（注１）

	開始日～終了日（※１）
	
	～
	
	    （年）

	
	リース借受日から○年間（※２）
	       （年）

	リース物件取得見込額（税抜き）      　   [1]
	                            (円）

	リース期間終了後の残価設定（税抜き）     [2]
	                            (円）

	リース料助成申請額　　　　               [3]
	                            (円）

	リース諸費用（金利・保険料・消費税等）     [4]
	                            (円）

	機械利用者負担リース料（税込み）    　　 [5]
	                            (円）

	リース物件保管場所

	

	
	


　（注）１　※１及び※２については、いずれかを記入すること。
　　　　２　リース料助成申請額は、A、Ｂいずれか小さい額を記入すること。
          Ａ：[1]×（リース期間／法定耐用年数）×１／２以内
　　　　　Ｂ：（[1]－[2])×１／２以内
　　　　３　複数の機械をリースする場合には、機械毎にそれぞれ作成すること。
（２）園芸施設
	施設利用者

	組織名
	

	
	代表者名
	
	類別
	

	
	所在地
	

	
	類別
	

	
	経営概要

	

	対象施設

	周年栽培
高温抑制
型温室

	対象作物
	

	
	
	温室のみ（　　）、温室＋内部施設（　　）、内部施設のみ（　　）

	
	
	新設の温室面積
	         ㎡

	
	
	新設の内部施設

	①　養液栽培装置           ○セット
②　複合環境制御装置       ○セット


	
	
	周年生産技術が普及している品目の場合の新技術
	

	
	
	既存施設を利用する場合

	設置面積
	鋼材の種類
	設置年

	
	
	
	          ㎡
	
	

	
	高度環境制御栽培施設

	対象作物
	

	
	
	温室のみ（　　）、温室＋内部施設（　　）、内部施設のみ（　　）

	
	
	新設の温室面積
	         ㎡

	
	
	新設の内部施設

	①　自動カーテン装置       ○セット


	
	
	周年生産技術が普及している品目の場合の新技術
	

	
	
	既存施設を利用する場合

	設置面積
	鋼材の種類
	設置年

	
	
	
	          ㎡

	
	

	
	
	
	
	
	


　（注）　１　「内部施設のみ」の要望は、既に当該内部施設を収容する温室又は建物を有している場合に限る。
　　　　　２　温室については、新設、既設に係わらず、設計図及び耐風強度若しくは耐雪強度を保証する製造会社等の説明書を添付すること。
　　　　　３　「鋼材の種類」欄については、主に用いられている鋼材の種類を記入すること。なお、鉄骨補強パイプハウスの場合は、パイプと記入すること。
　　　　　４　既存施設を利用する場合は、温室の内部及び外観を移した写真（３ヶ月以内に写したもの）を添付すること。
４　周年栽培計画等（対象施設を導入する場合のみ作成すること）
      導入施設：○○○○
　　　対象作物：○○○○
	
	現状(施設導入前）
	計画（施設導入後）

	４月
	
	

	５月
	
	

	６月
	
	

	７月
	
	

	８月
	
	

	９月
	
	

	10月
	
	

	11月
	
	

	12月
	
	

	１月
	
	

	２月
	
	

	３月

	
	

	
	
	


（注）１　「現状」欄は周年栽培高温抑制型温室又は高度環境制御栽培施設を既に有しており、栽培の周年化のための内部施設を導入する場合にのみ記載すること。
　　　２　施設導入後の周年栽培計画においては、原則として、温室の未使用期間を２ヶ月未満とすること。（ただし、土壌消毒期間等、栽培に不可欠な処理等により温室を使用できない期間は未使用期間には含めない。）
５　活用計画
（１）農業機械
	取組内容
	
	現状（平成○年度）
	計画（平成○年度）

	
	生産コスト（円）
	
	

	
	品質向上（円）
	
	

	
	生産コスト（円）
	
	

	
	品質向上（円）

	
	

	
	
	
	


 （注）　現状及び計画の妥当性が判断できる書類や計算書等を添付すること。
（２）対象施設
	
	現状（平成○年度）
	計画（平成○年度）
	増加数・増加率

	販売金額

	
	
	

	
	
	
	


 （注）１　「販売金額」の現状、計画欄には、当該年度の農産物の総販売額を記入すること。
　　　 ２　現状の販売金額が確認できる書類を添付すること。
